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会
議
名 

令和２年度（２０２０年度） 第１回宝塚市子ども審議会 

日
時 

令和２年（２０２０年）１０月１５日（木） 

午前１０時００分～１２時００分 
場
所 

中央公民館１階 ホール 

出
席
者 

委員 

伊藤篤、濱田格子、生駒由香里、大西登司恵、加藤優子、鴨田朋子、神原麻乃、椎山美

恵子、薄田昌広、波多野靖明、大冨亜紀、藤井優恵、八木佐和子、山田愼治、加納邦子、

田中由利子、冨永泰（敬称略） 

                             計１７名（欠席２名） 

事務局 子ども未来部長、子ども家庭室長、子ども育成室長、子ども政策課長、同係長、同係員 

拡大 

事務局 

家庭児童相談担当課長、子育て支援課長、子ども家庭支援センター所長、 

子ども発達支援センター所長、子ども育成室長、保育企画課長、同副課長、保育事業課

長、青少年課長、人権男女共同参画課係長、健康推進課長、学事課長、幼児教育センター

所長、教育支援課副課長 

                             計１４名（欠席１名） 

会議の公開・非公開 公開 傍聴者 １名 

内 容（概要） 

 

１ 開会 

 

２ 委嘱辞令交付 

 

３ 会議の成立について 
委員１９名中１７名出席 宝塚市子ども審議会条例第６条第２項の規定により、委員の過半数以

上の出席があったため会議は成立している。 

   また、本日の会議は公開とする。傍聴者１名。 

 

４ 諮問 
 

５ 事務局職員紹介 

 

６ 議題 

（１）次世代育成支援行動計画個別事業取組状況の実績について（令和元年度実績） 

   ○事務局から、資料①－１、①－２に基づき、次世代育成支援行動計画個別事業取組状況（令和

元年(2019年)実績）について説明。 

   会 長： まずは説明のあった新規事業について、ご意見やご質問はあるか。 

   会 長： Ｐ.２６のＮｏ.１５０４「ひとり親家庭生活学習支援事業」の「評価・課題」のとこ

ろで、「回答があった利用者全員が志望する高校に合格した」とあるが、回答があった

人数は何人か。 

   事務局： 中学３年生３７人中３０人から回答があった。 

   会 長： ７名の方はわからないということか。 

   事務局： 未回答の７名の方も高校に進学したと聞いているが、志望校に合格したかどうかはわ

からない。 

会 長： その他の事業について、ご意見やご質問はあるか。 

委 員： 最初のページの令和２年度より廃止する事業について、Ｎｏ.４１０２とＮｏ.４１０

３はどちらも市内の新築施設に対して、おむつ交換コーナー等を設備しなさいと指導す

る事業だと思うが、高齢福祉課では把握できないということで廃止事業になっているよ

うだが、どこの課なら把握できるのか。担当課が変わったということなのか。 
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事務局： 担当課である高齢福祉課が拡大事務局にいないため正確なお答えができない。こちら

の調査不足で申し訳ない。市のどの部署でこの指導ができて、その結果が把握できる状

況なのかどうかまでを把握したうえで記載すべきであった。一旦持ち帰り、後日回答さ

せていただきたい。 

委 員： 子どもの貧困についてだが、新型コロナウイルスの影響で休校になっていたとき、平

井地区で配食を行ったのだが、その際市から補助金を受けることができた。しかし、ボ

ランティアとして参加している子ども食堂では、補助を受けることができない状況であ

る。新型コロナウイルスの影響等関係なく、貧困家庭の食の問題について市として補助

をする考えはないのか。 

     子ども食堂を開設する場合、県から開設準備金として１０万円補助を受けることがで

きるが、その後の運営費については一切の補助がない状況である。正確な情報かは分か

らないが、他市では子ども食堂の運営について補助を行っているところがあると聞いて

いる。現在ボランティアとして参加している子ども食堂は、市からの補助を受けること

ができないので、寄付金やフードバンク等からの寄付を受けて成り立っている。市から

の補助が少しでもあれば助かるのだが。子ども食堂を運営しているボランティアは、無

償で交通費等もすべて自己負担でやっている。宝塚市が子ども食堂に対して補助をしな

い理由はあるのか。 

事務局： ご指摘のとおり、現在本市では子ども食堂への補助等は行っていない。コロナ禍で学

校が長期休校になった際に、お弁当を配布していただける事業に一定助成をした経緯が

あるが、それ以外の子ども食堂への助成等は実施していない状況である。たからっ子「育

み」プランでは、Ｐ.６２からＰ.６７に記載している「子どもの貧困対策計画」を包含

した形で計画を策定しているが、Ｐ.６７の「（２）市民や関係機関・団体との協働・連

携」のところで記載しているとおり、子どもを取り巻く制度の狭間の課題について、地

域・行政の枠を越えて関係機関が連携し解決を図ることを目的に、子どもと地域の課題

を考えるラウンドテーブルが実施されており、その中で、必要に応じて行政の支援がで

きないか等も含めて検討しているという状況である。このラウンドテーブルで今後も協

議を進めて、何らかの行政の支援が必要なところに支援が届くようにつないでいければ

と考えている。答えになっておらず申し訳ない。 

委 員： 答えになっていない。これから補助を行っていくのかどうかを聞きたい。 

事務局： 子ども家庭支援センターで、子育て全般のグループ活動をしている団体へ助成を行っ

ている。その中で、今年度は単発のイベントにも利用できるような補助もメニューの中

に加えたところである。そういったメニューであれば子ども食堂でも利用できると思

う。色々な行政ニーズがある中で、特に少子高齢化で高齢者の方の数が増えており、ど

この自治体も高齢者施策にお金が非常にかかっている状況である。そういった社会の流

れの中で、今回の新型コロナウイルス感染症の影響もあり、兵庫県でも次年度は１，２

００億円収入が減少するだろうと言われている。リーマンショック以上に新型コロナウ

イルス感染症の影響が大きいとされており、県・市だけではなく、国の次年度以降の歳

入が減少するとされている。その中で、本市の独自施策でやっている事業等を見直さざ

るを得ない状況に今なってしまっている。次年度予算を組む中でも、国・県の制度の中

で必ずやっていかなければならない事業と、そうではない本市独自でやっているいわゆ

る上乗せ横出し事業については、一定見直しをかける必要が出てきている。そういった

中で正直に申し上げると、今まで行っていなかった新たな事業を本市の独自施策として

行うことは非常に難しい状況である。先ほどご紹介があったように、休校中の子どもの

食への支援として、多くの団体が子どもたちにお弁当を届けてくださった。少しではあ

るが、市としても既存の交付金の要綱を整備して使っていただけるようにした。本当に

有難い活動をしていただいたと思っている。これまでも市民の皆さんと協働で地域の子

育て支援をしていただいているところは、市としても感謝をしているし、一緒にできる

ことはやっていきたいと思っている。そこに直接予算を組めるかというと厳しい部分も

あるため、今この場で次年度の予算についてお答えすることは非常に難しいことをご理

解いただきたい。ただ、「宝塚市は市民力が高いまちだ」とよく言われるとおり、地域
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の皆さんが地域の子どもたちのことを考え、行政よりも先に動いてくださっていること

については本当に感謝している。市としてもできるところはしっかりとやっていきたい

と思っている。 

委 員： 尼崎市で子ども食堂にかかわっているのだが、今年度尼崎市ではふるさと納税等を活

用した、市内外からの寄付を募るというサイトを市が作成し、そのサイトを利用して、

子ども食堂として６月から９月末の間で１００万円ほど寄付を集めることができた。尼

崎市全体で子ども食堂が３２団体あるうち、現在新型コロナウイルス感染症の影響で活

動している団体が半分の１６団体になっているが、その寄付金によって３００人以上の

子どもたちの食材等を確保することができた。宝塚市では総合計画でも「市民と協働で」

と謳っているので、協働の方法の一つとして参考にしてみてはどうか。 

   委 員： 子ども食堂を運営している知人から、子ども食堂をやることが子どもの貧困対策に

なっているのかと悩みながらやっていると話を聞いた。たからっ子「育み」プランの中

にも子どもの貧困対策計画について記載があるが、子ども食堂に来ている子どもたちが

経済的に困窮している状況なのか判断が難しい。誰が貧困なのか特定できれば支援しや

すくなるが、個人情報の観点からも難しいことはよくわかる。私の理想としては、市が

把握している貧困家庭へ、子ども食堂の情報を提供し、必要なところに必要な情報がい

くことである。子ども食堂イコール子どもの貧困対策となっているのか難しいと思う

が、実際お腹を空かせている子どもがいることは間違いないので、そのお腹を空かせた

子どもたちと子ども食堂がつながるような仕組み作りができたらと思う。 

   会 長： 神戸市では、子ども食堂という枠組みではなく、「子ども青年の居場所作り」という

大きな枠組みの中に居場所支援や子ども食堂や障碍のあるお子さんへの活動場所等、あ

るいは、孤立している中高生が気軽に集える場所等に対して補助をしている。 

宝塚市でも貧困世帯への学習支援事業を行っていると思うので、その枠の中に子ども

食堂を組み込むというような工夫の余地はあるのではないかと思う。 

   委 員： 子ども食堂についてだが、知人から子ども食堂で使用する食材を調達する協力をして

ほしいという依頼を受け、フードロスの問題もあることから農協へ協力いただけないか

問い合わせたところ、商品にならない食材は沢山あるが、それをフードバンクに提供す

るために人件費が掛かってしまうため現状できておらず、商品にならない食材は畑に残

してそのまま処分してしまっている状況であるとのことであった。もし誰かの助けを受

けることができるのであれば、商品にならない食材を提供することはできるという回答

であったため、フードバンクの方に協力していただけないか問い合わせたところ、難し

いとの回答であった。こういった人の足りていない部分を、行政がバックアップしてボ

ランティア等を集めるというような仕組み作りをしていただくことはできないか。仕組

みを作ることには予算がいらないと思うので、ぜひ一度検討していただきたい。 

   会 長： 色々工夫していただきたいと思う。 

   委 員： ボランティアとして子ども食堂にかかわらせていただいたのだが、その中で子ども食

堂とは結局子どもの居場所なのではないかと感じた。子ども食堂に来てほしい貧困家庭

へはつながっておらず、１００円を持っていけばご飯を食べさせてもらえるということ

で来てくれることが多かったように思う。それは子ども食堂の趣旨とは違っているので

はないかとボランティアをさせていただきながら感じた。そういった状況をみて、子ど

も食堂とは子どもの居場所作りなのだと思った。普段親が仕事をしていてご飯の準備が

できない時に、１００円を持っていって食べさせてもらうように親から言われてくるよ

うな子もいて、子ども食堂の運営については疑問に思う部分もあり、本当に来てほしい

子どもには情報がきちんと届いていないと感じている。 

   委 員： 以前市が主催した講演会で、大阪で子ども食堂を実践している方の話を聞いた際、子

ども食堂というのは、貧困の家庭を結ぶ手段であるという言い方をされていた。子ども

食堂に参加して一緒に手伝い等をする中で、人間関係が出来上がって困りごと等相談を

することもできるようになる。本当なら市役所に行ってするような相談であっても、な

かなか時間がなかったり、どこに相談したらよいかわからない場合もあったりするの

で、子ども食堂に参加して人間関係が出来上がっていって、相談したり話をきいたりす
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ることで更生していくという話を聞いてすごく感銘を受けた。宝塚市の子ども食堂で

も、現状できている部分もあると思うが、その先が上手くつながっていないのではない

かと思う。本当に子どもの居場所は必要だと感じる。不登校が増えてきている中で、外

に出るきっかけとなる小さなステップとして子ども食堂が機能していけばと思う。神戸

市では大きな枠組みの中で考えているという話であったが、宝塚市でも、子ども食堂が、

子どもの居場所として一番基本となる機能になるのではないかと思う。 

 

（２）子ども・子育て支援事業計画について 

 （ア）教育・保育の量の見込みと提供体制（令和２年４月１日実績）について 

○事務局から資料③－１、③－２に基づき、次世代育成支援行動計画個別事業取組状況（令和元

年（2019年）実績）について説明。 

会 長： ご意見やご質問はあるか。 

委 員： 待機児童問題については、現状保育所のニーズは加速していくが、宝塚市の人口の今

後の見通しを考えると、子どもの人数は減少していくということになる。今の市民のニー

ズに応えるためには０・１・２歳も３歳以上も保育が必要になっていくので小規模保育

所を開所している自治体もあるが、そこは必ず頭打ちになることはわかっている。長期

的展望でみて、既存の幼稚園も含めてバランスも大事だと思う。施設を整備したはいい

が定員に満たなくなったので無くしてしまうということは簡単にはできないと思うの

で、そのあたりの調整も難しいと思う。特に今心配しているのは企業主導型等、市が直

接監督し辛いところでの増加が目立っていることである。量の見込みは本当に難しいと

思うが、宝塚市として子どもの安心・安全をどう考えていくかだと思う。 

事務局： 出生率について、今年度の０歳児が１１０名程度下がっている。来年度以降どのよう

に推移していくのか見極めながら整備計画について考えていく必要があると思ってい

る。幼稚園にも話をしていき、小規模保育ができるのかも含めて検討していく。 

企業主導型については、確かに建てるにあたり市に認可権限があるというわけではな

いため、国の許可が下りれば整備がされることになる。ただ、市としても保育の質の担

保を図る必要があると考えているので、研修等に参加してもらうよう促し保育の質の担

保に努めている。それ以外にも、問い合わせ等あれば認可保育所に伝えているような情

報は伝えるようにしている。 

   委 員： 今年度の４月に新聞に大きく宝塚市の待機児童数が全国ワースト１位という記事が掲

載されたと思うが、こういったニュースも含めて実際のニーズと確保方策が合致してい

ないのではないか。一時期、宝塚市では小規模保育所は整備しないと言っていたと思う

が、今は整備の方向で進んでいるということなので、方向性についても揺らいでいるな

という印象を受けた。それほど読み辛いところもあるのだと思う。この審議会の場でも

何度か発言しているが、保育所を整備しても実際に働く保育士がいなければ保育所とし

て運営していくことができないということもお伝えしたい。 

        もう一点、保育所の入所案内について確認したいのだが、案内の締め切りを越えてか

ら枠が空いた場合、空きのままにしていて案内がされていない現状があると聞いてい

る。事務量が多く大変なことは理解するが、案内についてのルールを見直すだけで、ス

ムーズな案内ができるようになるのではないか。 

   事務局： 入所の案内については、毎月空きが出た時点で案内はしている。案内をしても考える

時間が必要だということですぐに返事がもらえないことが多く、返事を待たなければな

らならなかったり、キャンセルが出て２番目・３番目の方に連絡しなればならなかった

りと、時間がかかってしまう。その後園との面接等もあるため、ある程度の時期で切ら

せていただいている。 

   事務局： 先ほどの待機児童数全国ワースト１位ということについて、記者からの取材で、取材

を受けた段階では入所案内が全部できていない時点だったことを伝えていたにも関わ

らず、このような記事が記載されてしまった。現実的な数字としては、胸を張れる数字

ではないが全国ワースト１４位という結果になっている。 

   委 員： 保育園の園長として、また、保育園の園長会の代表として申し上げたいのだが、ハー
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ド面を整備しても、ソフト面である保育士が足りていないということが社会的現象と

なっている。自治体の力量というか市長の考え方によって補助額が変わってきているこ

とが、保育士を取り合うという現状を招いている。他の自治体よりも給料が低いという

ことだけで不利な状況となり、今保育士を集めることに本当に苦労している。待機児童

になりうる方の救済的な一時保育も含めて、子どもたちを預かりたくても保育士がいな

いために預かれない状況になってしまっている園も実際にある。たからっ子「育み」プ

ランの後期計画を策定する際に、人材確保に対する施策をもっと強く打ち出すような文

言に変えてほしいと提案したが、叶わなかった経緯がある。そういった施策について中

長期的に考えているとは思うのだが、現状の自治体間の補助等の格差をなくすため、宝

塚市で補助が出せないのであれば、せめて兵庫県内では統一していただくなどしてほし

い。施設を整備しても保育士が集まらないと、子どもを預かりたくても預かれないとい

う状況になってしまう。今のままだとそういった状況が数年間は続いてしまうのではな

いか。新型コロナウイルス感染症の影響もあり財政的に難しい状況であることはよくわ

かっているが、予算をつけるところにはつけるというメリハリのある政策を本当に考え

てほしいというのが我々保育園長会の意見である。子ども審議会の委員としての意見と

しては、予算がないならないなりに、保育所の運営の効率化を図っていく方法を考える

ことが必要だと思う。国からの補助がない公立の保育所の運営について、民間よりも公

立の方が費用的に１.５倍もかかっていると言われており、公立２園分で私立３園運営

することができるようになるので、公立の民営化を図るといった施策についても考えて

いくべきではないか。 

   会 長： 兵庫県の子ども・子育て会議でも話題になっていたが、特定の自治体名は言っていな

かったが、兵庫県下のいくつかの都市では保育士の待遇を高水準にすることにより、他

市から保育士を集めているようなところもある。保育の質で競争するのであればよいと

思うが、同じ兵庫県の中で、待遇面で競争するのはよくないという意見が出ていた。そ

の意見に対して、県がどのような対応をするかはまだわからない。特定の都市だけに保

育士が集まるというのは歪んだ状況であるといえる。宝塚市も中長期的にこの問題につ

いて考え、人材確保に力を入れてやっていただきたい。 

 

   （イ）放課後児童健全育成事業（令和２年４月１日実績） 

   ○事務局から資料④－１、④－２、④－３に基づき、放課後児童健全育成事業の実績について説

明。 

   会 長： ご意見やご質問はあるか。 

   委 員： 保育所の待機児童ももちろんだが、育成会の待機児童も増加傾向にあると思う。保育

所の待機児童がそのまま育成会の待機児童に連動しているのだと思う。量の見込みと確

保方策をされていると思うが、前回もお話したとおり各地域によって繰り広げられてい

る子育てに対する事業に差がある。例えば、仁川地区では育成会の待機児童が増えてい

るが、民間の放課後遊ぼう会が毎日実施されており内容も充実している。低学年で育成

会に入れなくても、親としては放課後遊ぼう会という場所を切り札にしていると思う。

しかし、安倉地区では、低学年で育成会に入れなかった場合は近所に育成会の代わりと

なる施設がなく、児童館も遠く離れており親として安心して行かせられるか疑問であ

る。高司地区のように学校内に児童館がある地域もある。地域ごとにおかれている状況

が大きく違っている。待機児童が発生することによって、働く親として危機感を持つ地

域があることを認識し、数字だけみて判断するのではなく、地域の特性を理解したうえ

で待機児童の問題に向き合ってもらいたい。 

   会 長： 地域差があるということだが、そのあたりの現状について、担当からご説明願いたい。 

   事務局： 数字上は確かに待機児童が出ている状況であるが、子どもの居場所をどう作っていく

かについては、育成会・民間放課後児童クラブ以外にも放課後子ども教室や先ほどお話

いただいた放課後遊ぼう会など放課後の居場所を確保している。放課後子ども教室や放

課後遊ぼう会は、保護者や地域住民の方が主体となり取り組んでいただいているので、

引き続き協力をお願いしながら、地域の特性を加味した運営方法を検討していきたいと
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思う。 

   委 員： 子ども食堂の話が出たときに紹介があったと思うが、「子どもと地域の課題を考える

ラウンドテーブル」という組織は、どこが所管しているのか。また、主にどういう活動

をしているのか。先ほど話が出ていた地域の特性によってニーズが違うことや、必要な

サービスを地域の方と共に作っていかなければならないこと等についての示唆がある

のではないか。 

   事務局： 「子どもと地域の課題を考えるラウンドテーブル」についてだが、社会福祉協議会が

中心となり、今市内にある１６カ所の子ども食堂の横のつながりや、子ども食堂運営の

課題などを共有して課題解決に向けて話し合いを行っている。子ども食堂のつながりの

中で、地域で困っている家庭や支援が必要な子どもを次の支援につなげていくような取

組を行っていただいている。大きな意味での地域のニーズを把握するところまでは出来

ていない状況である。 

   事務局： 地域の方と一緒に地域の特性やニーズを踏まえて、どんなサービスが必要なのか一緒

に考えていこうという大きな意味では、市としても第６次総合計画の策定に向けて動い

ている段階であり、それぞれの分野で計画を策定しているのだが、その計画とあわせて

地域ごとのまちづくり計画を策定している。地域の小学校区ごとにまちづくり協議会を

設置し、そこでまちづくりの計画を作っている。その計画の中で、地域の方がその地域

に必要なサービスについても考え、そのサービスは行政が行うのか、協働でやっていく

のか等話し合って計画を策定したところである。そのような大きな動きがある一方、市

の施策としては、子ども未来部の所管ではないのだが、きずなの家というきずなづくり

の事業があり、地域活動に対して補助金を出している。例えば、家賃を補助したり、活

動に対して補助したりしている。「子どもの居場所」や「外国人の子どもについて」、「高

齢者と子どもについて」等、地域によって取り組む課題も様々である。それが全部機能

している状況ではないが、大きな方向性としてはそういった取組もしている。 

   委 員： 現在他の審議会で総合計画にかかわっているのだが、身近なところで自分たちのニー

ズに合わせた事業を作り出したいという若い人が増えてきており、それを行政が応援す

るということが必要ではないかという話も出ている。まちづくり協議会も含めて市民の

方が、それぞれの地域に必要なサービスを考え、総合的な見地に立った子育て支援が必

要なのではないか。先ほどの説明でラウンドテーブルがどういうところかよくわかっ

た。それぞれの地域に合わせてサービスを作り出していく流れができてきているのでは

ないかと思う。 

 

（ウ）その他の１２の事業の実績について（令和元年度実績） 

 ○事務局から資料⑤に基づき、その他の１２の事業の実績について説明。 

 会 長： ご意見やご質問はあるか。 

 委 員： （意見・質問なし） 

 

（３）宝塚市子ども条例の一部を改正する条例の制定について（諮問） 

 ○事務局から資料⑥－１、⑥－２、⑥－３に基づき、宝塚市子ども条例の一部を改正する条例の

制定について説明。 

   会 長： 子ども家庭総合支援拠点の「拠点」という言い方をすると、スペース・建物・場所と

いったイメージがあるが、あくまで機能を担う一つの部署であり、様々なセクションの

間を調整するところということだと思う。 

ご意見やご質問はあるか。 

   委 員： 子ども家庭総合支援拠点の支援対象について、学校関係者として気になっているのは、

様々な支援を必要とする子どもはもちろん、疾患のある保護者への支援についてである。

疾患のある保護者の方の症状が悪化してしまうと、子どもの生活も立ち行かなくなって

しまうので、保護者の状況についても関係機関と連携してやっていただきたい。 

   事務局： 今現在も要保護児童対策地域協議会でも関係機関で連携しているが、子ども家庭総合

支援拠点が整備されることによって、より連携がし易くなることはあると思う。引き続
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きしっかり連携してやっていきたい。 

   委 員： 宝塚市役所はブロックでいうとどこになるか。 

   事務局： 第２ブロックである。 

   委 員： 先ほど地域子育て支援拠点で第２ブロックが１箇所足りていないという話だったと思

うが、尼崎市では子ども家庭総合支援拠点として 教育・保育・福祉が連携できるよう

な設備と、また児童相談所の機能も拠点の中にできようとしている。その中で一つでき

なかったことが、地域子育て支援拠点という、子連れの方が誰でも気軽に行くことので

きる場所の整備である。現実的にはちょっとしたスペースは設けられたのだが、人の配

置等ができなかった。宝塚市については、これから整備していくということなので、地

域子育て支援拠点の整備を考えてはどうか。大変な課題を相談するためには、そういう

限られた人がいくような場所ではなく、誰でも日常的に行けるような場所として地域子

育て支援拠点を置き、その隣に子ども家庭総合支援拠点と置くことが、相談業務として

もスムーズなのではないか。地域子育て支援拠点というのは非常に大事で、妊婦の方や

お子さんを直接見ながら相談を受けることができる貴重な場である。宝塚市役所が第２

ブロックだということなので、子ども家庭総合支援拠点を整備する際に、地域子育て支

援拠点も併せて整備することについて、ぜひ一度ご検討いただきたい。 

   会 長： この他にもご意見あると思いますので、事務局あてにメール等でご意見いただければ

と思うがよろしいか。 

   委 員： （異議なし） 

   事務局： 他の審議会等にも諮る必要があるため、時間的制約があり恐縮だが１０月２２日（木）

までに事務局あてにメール、電話、ＦＡＸ等でご意見いただきたい。いただいた意見に

ついては、事務局でとりまとめ、会長に一任いただき答申をいただければと思うがいか

がか。 

   会 長： それでは１０月２２日（木）までに、子ども条例の一部を改正する条例の制定につい

てご意見をいただくことと、とりまとめた内容については一任していただくということ

でよろしいか。 

   委 員： （異議なし） 

   会 長： それでは事務局と協議して答申を出させていただく。 

 

７ その他 

   委員報酬について 

   ○事務局より説明。 

   事務局： 委員報酬についての前に、先ほどの条例案については、とりまとめて会長に確認いた

だいたものを、後日メールで委員の皆様あてに送らせていただく。 

        委員報酬については、平成２８年１月よりマイナンバー制度が導入された関係から手

続きの案内が必要になるが、該当委員へ後ほど個別にお伝えする。 

 

   今後の予定について 

   ○事務局より説明。 

事務局： 次回、第２回子ども審議会の開催時期については、２月下旬から３月上旬ごろに開催

予定です。内容については、次世代育成支援行動計画個別事業取組状況（令和３年（2021

年度）計画）、子ども条例案の審議状況についての報告等を予定している。 

        もう一点案内であるが、今年度新型コロナウイルス感染症のため、本市が毎年実施し

ている子どもの意見を聴いて市政に反映させることを目的とした事業である、子ども議

会と子ども委員会を中止することとなった。その代替施策として、小学校４年生から高

校３年生までの年齢にあたる、市内在住・在学の方を対象に子どもの意見聴取を実施し

ている。事業の概要については、配布した資料でご確認をお願いしたい。募集期間は１

０月１日（木）から１１月１３日（金）である。 

 

閉会（子ども未来部長謝辞） 
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